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　　　１　原判決中控訴人の金員の請求を求める訴えのうち，伊波洋之肋に対する

　　　　部分を次のとおり変更する。

　　　２　上記伊波洋之肋に対する請求を求める部分に係る訴えを却下する。

　　　３　その余の本件控訴を棄却する。

　　　４　訴訟費用は，第１，２審とも，控訴人の負担とする。

　　　　　　　　　　　　事実及び理由

第１　控訴の趣旨

　１　原判決を取り消す。

　２　披控訴人は，本多常高に対し，金１ ４５万４２２０円の賠償命令をせよ。

　３　披控訴人は，伊波洋之助に対し，金１ ８５万４２２０円，横山栄一に対し，

　　金１１６万〇６００円，清水富雄に対し，金６９万３６２０円を支払うよう請

　　求せよ。

第２　事案の概要

　１　訴訟類型と請求の特定
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　本件は，横浜市の住民である控訴人が，披控訴人に対し，横浜市議会（以下

　「横浜市会」という。）議員に支出された海外視察費（別紙１の海外視察〔以

下「本件第１視察」という。〕の取消糾及び別紙２の海外視察〔以下「本件第

２視察」といい，本件第１視察と併せて「本仲冬視察」という。〕の旅費）の

支出が地方自治法（平成２０年法律第６９号による改正前のもの。以下「旧法

」という。）１００条１２項に違反し無効である横浜市会会議規則（以下「会

議規則」という。）１１７条ただし害及び「横浜市会議員の海外視察取扱い要

綱」（以下「取扱い要綱」という。）による派遣決定及び旅行命令に基づく，

違法な公金の支出であるなどと主張して，

田　本件第２視察の旅費の支出負担行為をした副市長本多常高（以下「本多」

　ないし「本多副市長」という。）が，地方自治法（以下「法」という。）２

　４２条の２第１項４号ただし害所定の賠償命令の対象者に該当するとした上，

　同人に対して違法な支出負担行為をしたので地方自治法（平成１８年法律第

　５３号改正前のもの。以下「旧々法」という。）法２４３条の２第１項後段

　の損害賠償義務を負うとして賠償命令（本件第２視察の旅費合計１ ４５万４

　２２０円）をするよう求め，

（2）本件第１視察の取消決定及び本件第２視察の派遣決定をした横浜市会議長

　伊波洋之助（以下「伊波」ないし「伊波議長」という。）が，法２４２条の

　２第１項４号本文所定の当該職員に該当するとした上，同人に対して違法な

　支出に関して損害賠償請求（１ ８５万４２２０円〔本件第１視察の取消糾合

　計４０万円，本件第２視察の旅費合計１ ４５万４２２０円〕）をするよう求

　め，

（3）本仲冬視察の海外視察費の支給を受けた横浜市会議員横山栄一（以下「横

　山」ないし「横山議員」という。）及び同清水富雄（以下「清水」ないし「

　清水議員」という。）が，同号本文所定の当該行為又は怠る事実に係る相手

　方に該当するとした上，同人らに対して違法な支出又は法律上の原因がない
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　　として不当利得返還請求（横山につき１１６万〇６００円〔本件第１視察の

　　取消料２０万円，本件第２視察の旅費９６万〇６００円〕，清水につき６９

　　万３６２０円〔本件第１視察の取消料２０万円，本件第２視察の旅費４９万

　　３６２０円〕）をするよう求める事案である。

　　　原審は，控訴人の請求を全部棄却したため，控訴人が控訴した。

２　争いのない事実等及び関連法令等の規定は，原判決の該当部分を次のとおり

　補正するほか，その「事実及び理由」欄の「第２事案の概要等」の２及び３

　に記載のとおりであるから，これを引用する（ただし，引用部分中「原告」を

　「控訴人」と，「被告」を「被控訴人」とそれぞれ読み替える。）。

　田　２頁２５行目の「証拠等」を「証拠及び弁論の全趣旨」に改める。

　（2）3頁６行目の「海外視察（以下「本件第１視察」という。）」を「本件第

　　１視察」に改め，１１行目の「市会議長」の前に「横浜」を加え，１２行目

　　及び１８行目の「決裁」を「決定」にそれぞれ改め，２０行目の「旅行業者

　　に対し」を削除し，２２行目の「海外視察（以下「本件第２視察」という。

　　）」を「本件第２視察」に，４頁１行目の「決裁」を「決定」にそれぞれ改

　　める。

　（3）4頁２１行目の「地方自治法」を「旧法」に改め，２２行目の前に「ア

　　」を加える。

　㈲　２５行目と２６行目の間に次のとおり加える。

　　　イ　２０３条３項

　　　　普通地方公共団体の議会の議員は，職務を行うため要する費用の弁償

　　　　を受けるこ,とができる。

　　　ウ　２０３条５項

　　　　　費用弁償の額及びその支給方法は，条例でこれを定めなければならな

　　　　い。

　（5）6頁１８行目と１９行目の間に次のとおり加える。
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㈲　横浜市市会議員の報酬，費用弁償及び期末手当に関する条例（昭和

　３１年条例第３０号〔乙８〕。以下「費用弁償等条例」という｡）

　５条１項

　　　議員が職務のため市外に出張したときは，費用弁償として旅費を

　　支給する。

　開架２項

　　　前項の旅費は，横浜市旅費条例（昭和２３年１０月横浜市条例第

　　７３号）中，特号の者に支給する額により，開条例を準用してこれ

　　を支給する。

⑤　横浜市旅費条例（昭和２３年条例第７３号〔乙９〕。以下「旅費条例」

　という｡）

　１５条の４

　　　本邦と外国との開における旅行について支給する旅費の種類，額

　　及び支給方法については，国家公務員の例に準じて市長が定める。

　２４条

　　　任有権者は，時宜により旅費の定額を減じ又は旅費の全部若しく

　　は一部を支給しないことがある。

㈲　横浜市予算，決算及び金銭会計規則（昭和３９年規則第５７号〔乙１

　１の１，２〕。以下「会計規則」という。）

　３５条１項

　　　歳出予算を執行しようとするときは，あらかじめ執行列をたて，決

　　裁を受けなければならない。

　開条２項１号

　　　次の各号の一に掲げる経費については，前項の規定にかかわらず，

　　執行伺いを省略することができる。

　　一　議員報酬，報酬，給料（手当を含む。），賃金，退職手当，退職一
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　　　　　　持金及び退職年金で，支給額及び支給期日の定めのあるもの並びに

　　　　　　旅費（外国旅費を除く。）

　　　　１８８条

　　　　　　支出負担行為の整理区分については，市長が別に定める。

３　争点と当事者の主張

　（1）本仲冬視察の派遣決定の違法（争点①）

　（控訴人の主張）

　　ア　会議規則１１７条１項ただし書の無効

　　　　披控訴人は，本仲冬視察は，旧法１ ００条１２項，会議規則１１７条

　　　及び取扱い要綱に基づいて決定されたと主張する。　しかし，会議規則１

　　　１７条１項ただし書は，「閉会中」にあっては，議長において議員の派

　　　遣を決定することができる旨規定しているが，このような規定は，全国

　　　都道府県議会議長会，全国本議会議長会が定める標準会議規則には見当

　　　たらないし，「閉会中」に関する定めは，派遣主体が議会であるという

　　　法の趣旨を逸脱した無効な規定であるから，本仲冬視察の派遣決定は遣

　　　法である。

　　　　国会議員の場合，確立した慣行として，議院運営委員会の決定を経て

　　議長決定され，事後的にも公報等に掲載されている。

　　イ　取扱い要綱の無効

　　　　取扱い要綱は，昭和５８年制定のものであり，また，派遣の回数制限と

　　　旅費の限度額を定めているが，これは旧法１ ００条１２項が規定している

　　　議員派遣とは別異の実体的要件を定めたもので，同項に違反し無効である。

　　ウ　伊波議長による本仲冬視察の派遣決定の違法

　　　　伊波議長による本仲冬視察の派遣決定は，以下の理由により，旧法１

　　　００条１２項の趣旨に反し，議会の意思の有無が不明であり，派遣の目

　　　的・必要性等も明確でなく，決定過程が不明である等重犬かつ明白な瑕
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　疵があり違法・無効である。

　（ｱ）本来議会が議決することが原則であるにもかかわらず，すべての議

　　員派遣が横浜市会議長の決定で行われており，本仲冬視察の派遣決定

　　もその一環である。

　（ｲ）本仲冬視察の派遣決定は，横浜市会閉会直後に提出された願書に対

　　するものであり，横浜市会の意思決定を回避している。

エ　本仲冬視察が職務として行われる議員派遣の実質や合理的必要性がな

　いこと

　　　旧法１００条１２項は，議員派遣について目的の範囲や必要性を定め，

　派遣のできる範囲を限定しているにもかかわらず，本仲冬視察は，以下

　のとおり，その要件を充たしておらず違法である。

　ﾌﾞ）派遣の回数と旅費額の制限が定められていることは，必要性の判断

　　　と整合しない。

　（ｲ）本件第２視察の旅費として支給された金額に横山議員と清水議員と

　　　の間で常識を逸脱した犬幅な差異があり，清水議員への支給額は，横

　　　浜市旅費条例によるべき額の半額にも充たず，職務遂行費用として必

　　　ず支給されるべき旅費の性質（全額の費用弁償）に反する内容である。

　（ｳ）２人の議員派遣は取扱い要綱の定めに反したもので，個人的事情及

　　　び目的の下にされたものである。

（披控訴大の主張）

ア　会議規則１１７条１項ただし書の有効

　　会議規則１１７条１項の規定は，旧法１ ００条１２項の規定を受けて定

　められているものであり，閉会中に議長において議員の派遣を決定できる

　と定めることも法の趣旨に反するものではない。

　　標準会議規則は，各地の地方議会が会議規則を定める際の参考にする

　　ための標準的な作成例を示したにすぎず，冬自治体がそれを参考としつ
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　つ，これと異なった定めをすることは全く問題がない。

　　国会議員の派遣についても，国会法１ ０３粂を受けて，原則として議

　院の議決を要するが(衆議院規則２５５条１項，参議院規則１ ８０条本文

　)，閉会中は，議長において議員の派遣を決定することができる旨規定さ

　れている(衆議院規則２５５条２項及び参議院規則１ ８０条ただし書)こ

　とからみても，会議規則１１７条１項ただし書において，閉会中に議長

　が議員の派遣を決定することができるとする規定は違法でない。

イ　取扱い要綱の有効

　　取扱い要綱は，旧法１ ００条１２項及び会議規則の範囲内において，

　運用の仕方，具体的取扱いを定めたものであり，何ら違法なものではな

　い。

ウ　伊波議長による本仲冬視察の派遣決定の適法

　(ｱ)伊波議長による本仲冬視察の派遣決定は，旧法１ ００条１２項及び

　　会議規則１１７条１項ただし書の規定に基づくもので，重大かつ明白

　　な瑕疵はなく，適法・有効である。

　(ｲ)海外視察願書の提出時期については，何ら制限が設けられていない

　　し，視察の計画が相当程度具体的に確定した段階で提出する必要があ

　　るから，閉今中に提出されたからといって違法とならない。

エ　本仲冬視察には職務として行われる議員派遣の実質や合理的必要性が

　あること

　(ア)取扱い要綱は，旧法１ ００条１２項及び会議規則の範囲内において，

　　視察等の具体的手続を定めたものであるから，何ら違法な点はない。

　(ｲ)本件第２視察以前に取消料として支給した額が横山議員と清水議員

　　とで異なっていたこと，旅費の概算額が限度額１ ２０万円から既支給

　　額(取消料)を差し引いた残額を超えるため打切り支給となったことか

　　ら，支給額に相違が生じたものである。また，清水議員の場合，取扱
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　　　い要編上の限度額は１ ２０万円であったが，本件第２視察の以前に取

　　　消料として既に７０万６３８０円を支出していたため，限度額から取

　　　消料を差し引いた額が支給されたのであり，何ら違法な点はない。

　　（ｳ）２人の議員派遣を決定しても取扱い要綱に違反するものではなく，

　　　本仲冬視察は，旧法１ ００条１２項，会議規則及び取扱い要綱に基づ

　　　き適法に決定された議員派遣であって，個人的事情及び目的のため行

　　　われたものではない。

②　本件支出の違法（争点②）

　（控訴人の主張）

　ア　違法な議員派遣決定に基づく本仲冬視察は，横山議員と清水議員が個人

　　的に行った視察旅行であり，職務のためのものではないので，本件支出は

　　法律上の根拠を欠くものである。

　イ　本件第２視察の旅費の支出負担行為当時には，旧々法１ ６７条が普通

　　地方公共団体の長を補佐する助役制度を置いていたので，副市長は，旧

　　々法１５３条１項の権限の委任の規定により支出負担行為をなし得たに

　　すぎず，披控訴人主張の専決権限はなかった。

　ウ　旅費条例の定める支給額より少ない本件第２視察の旅費の支給は違法

　　である。

　工巾　法１ ３８条の３，旧々法１ ８０条の３に該当する規定は議会にはな

　　　いから，議会事務局職員は予算執行に関する決裁権限がない。　したが

　　　って，本件第１視察の取消料及び本件第２視察の旅費の支払命今につ

　　　いて，横浜市会事務局市会事務局部庶務課長（以下「庶務課長」とい

　　　う。）に専決権限はない。

　　（ｲ）庶務課長が横山議員及び清水議員から旅費の請求，領収，戻入れ及

　　　び精算に関する事務の委任を受けながら，他方で市長から権限の委任

　　　を受けて支出命令を決裁することは，民法１ ０８条の双方代理となる。
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　　　したがって，本件第１視察の取消料及び本件第２視察の旅費の支出命

　　　今は無効である。

オ　本件第１視察の旅行業約款によれば，申込金が支払われなければ旅行契

　約は成立しないところ，申込金が支払われた証拠はないから，取消料が旅

　行会社に支払われた証拠が不十分である。

カ　本仲冬視察の旅費は，横浜市契約規則（昭和３９年規則５９号。〔甲２

　　１〕）２７条の２によれば，その金額から随意契約ができないものに該当

　　し，仮に随意契約ができるとしても，同条１項の見積書の徴求がされてい

　　ない。

（披控訴大の主張）

ア　本件第１視察の派遣決定，そめ取消決定及び本件第２視察の派遣決定は，

　いずれも適法であるから，本件支出は，法律上の原因かおる。

イ　予算執行に関しては，議長の権限は及ばず，市長の権限である（法１３

　　８条の２）。そして，会計規則３５条１項，２項１号によれば，外国旅費

　　の場合に執行伺いの決裁を受けることが必要とされているところ，横浜市

　　副市長事務分担規則（昭和３４年規則第２０号。以下「分担規則」という。

　　乙１６）２条によれば，平成１８年度当時の市会事務局に関する事務は，

　　副市長の分担とされていた。さらに，会計規則１ ８８条によれば，支出負

　　担行為の整理区分は市長が定めることとなっているが，同規則に関連する

　　「横浜市予算，決算及び金銭会計規則の全部改正について」（昭和３９年

　横浜市総総第２ １３号［乙１２の１］）別表第１・９によれば，旅費につ

　いては，「支出決定のとき」が支出負担行為として整理する時期と解され

　ている。そして，横浜市事務決裁規程（昭和４７年遣第２９号〔乙１〕。

　以下「決裁規程」という。）が，市長の権限の一部を副市長以下の専決事

　項としているところ，決裁規程別表第１の「５　予算の編成及び執行に係

　る事項」では，副市長専決事項肩に「１件４００，０００円以上の諸費用

９



　　の支出に関すること」と規定され，また，同規程に関連する「横浜市事務

　　決裁規程の全部改正について」（昭和４７年横浜市助役依命通達総文第２

　　２号〔乙２〕）第２の５回において，上記「諸費用の支出」とは，他の項

　　目に該当しない費用の支出をいい，（予算科目の）１節報酬，５節災害補

　　償費，９節旅費及び１０節交際費の執行として行うもの等がこれに当たる

　　旨規定されており，これらにより，旅費の執行伺いのうち１件４０万円以

　　上の事案については，副市長が支出負担行為の専決権限を有することとさ

　　れている。

　ウ　本件第１視察の取消科は，旅費の一部として，当初の副市長の執行伺

　　いの決裁により支出負担行為専決がされ，決裁規程に基づき庶務課長が

　　支出命令を専決し，収入役が支出をした。次に，本件第２視察の旅費仏

　　副市長の執行伺いの決裁により支出負担行為が専決され，決裁規程に基

　　づき庶務課長が支出命令を専決し，収入役が支出をした。

　エ　取扱い要綱６条２項に従い旅費の限度額を１ ２０万円と定め，清水議

　　員については既に取消科が支給されていたため，その額を差し引いた領

　　が支給されたので何ら違法はない。

　オ　真正に作成された清水及び横山両議員の領収書（乙２ ０，２１）及び

　　旅行会社の領収書（乙２２ないし２ ４，３０）により，取消科が清水及

　　び横山両議員に対し支払われ，旅行会社に支払われたことは明らかであ

　　る。

（3）本多に対して求める賠償命令の請求（争点③）

　（控訴人の主張）

　　本多は，重大な過失により，違法な本件第２視察の旅費の支出負担行為を

　したから，旧々法２４３条の２第１項後段所定の職員に該当して，同旅費合

　計１４５万４２２０円の損害賠償責任を負う。

　（披控訴人の主張）
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　　　　争う。

　　(4)伊波が当該職員に該当するとして求める損害賠償請求(争点④)

　　　(控訴人の主張)

　　　　伊波は，本件支出の原因行為である議員派遣決定，取消決定を決定した者

　　　であり，重大な過失かおるから，法２４２条の２第１項４号所定の当該職員

　　　に該当して，１ ８５万４２２０円(本件第１視察の取消料合計４０万円，同

　　　第２視察の旅費合計１ ４５万４２２０円)の損害賠償責任を負う。

　　　(披控訴人の主張)

　　　　一般に，地方議会の議長は，財務会計上の行為を行う職員に該当しないと

　　　されている(最高裁昭和６２年４月１０目判決・民集４１巻３号２３９頁)。

　　　伊波議長は，支出負担行為及び支出命令並びに本件支出のいずれにも関与し

　　　ておらず，予算執行に関する権限がないから，法２４２条の２第１項４号本

　　　文所定の当該職員に該当しない。

　　(5)横山及び清水が当該行為又は怠る事実に係る相手方に該当するとして求め

　　　る不当利得返還請求(争点⑤)

　　　(控訴人の主張)

　　　　横山議員及び清水議員は，実体的にも手続的にも議員派遣とはいえない海

　　　外視察である本件第２視察の旅費及び本件第１視察の取消料を支給されたが，

　　　その支出に法律上の原因がなく，また，その支出に違法があるから，法２４

　　　２条の２第１項４号本文所定の当該行為又は怠る事実に係る相手方に該当し

　　　て，横山議員が１１６万〇６００円及び，清水議員が９万３６２０円の不当

　　　利得返還責任を負う。

　　　(披控訴人の主張)

　　　　争う。

第３　当裁判所の判断

　１　本仲冬視察の海外視察費の支出に関する事実経過について
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　前記争いのない事実等並びに証拠（甲１ないし４，乙１ないし６，８，９，

１１の１・２，１２の１，２０ないし３１）及び弁論の全趣旨によると，以下

の事実が認められ，これを覆すに足りる証拠はない。

（1）本件第１視察の経緯（甲１，３）

　ア　本件第１視察については，横山及び清水両議員から，平成１８年３月１

　　４日付けで海外視察願書が提出された。

　　　当時横浜市会が閉今中であったことから，伊波議長は，同月１７日，今

　　議規則１１７条１項ただし書に基づき議員派遣の決定を行った。

　　　上記海外視察願書には，目的，場所，期間，行程，視察先及び課題等が

　　別紙１の海外視察記載のとおり記載されていた。

　イ　しかしながら，横山及び清水両議員は，横浜市会が閉今中であった同年

　　４月７日，伊波議長に対し，同月１３則こ横浜市会第２回臨時会が開催さ

　　れるという予定が入ったことを理由として，本件第１視察の取消しを申し

　　出たため，伊波議長は，同月７日，議員派遣の取消決定をした。

②　本件第２視察の経緯（甲４）

　　本件第２視察については，横山及び清水両議員から，平成１８年６月２６

　日付けで海外視察願書が提出された。

　　本件第１視察の場合と同様，横浜市会が間今中であったことから，伊波議

　長は，同年７月３日，会議規則１１７条１項ただし書に基づき議員派遣の決

　定を行った。

　　上記海外視察願書には，目的，場所，期間，行程，視察先及び課題等が別

　紙２の海外視察記載のとおり記載されていた。

　　なお，議員派遣決定の後，議員については議長から旅行命令が発せられた

　　（弁論の全趣旨）。

（3）支出負担行為

　ア　会計規則（乙１１の１，２）３５条１項，２項１号によれば，外国旅費
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　の予算執行においては，執行伺いの決裁を受けなければならないとされて

　いるところ，分担規則（乙１６）２条によれば，平成１８年度当時の市会

　事務局に関する事務は，雨市長の分担とされていた。また，会計規則１８

　８条によれば，支出負担行為の整理区分は市長が定めることとなっている

　が，旅費（外国旅費を合む。）については，支出決定のときを支出負担行

　為として整理する時期と解されている（乙１２の１）。

　　そして，決裁処理の責任の明確化及び事務処理の能率化を図ることを目

　的として定められた決裁規程（乙１）の予算の編成及び執行に係る事項の

　うち，１件が４０万円以上の諸費用（外国旅費はこれに該当する。乙２）

　の支出に関しては，雨市長が専決することとされている。

イ　本件第１視察については，平成１８年４月３日，海外視察に関する予算

　　（旅費１８１万３６６２円）の執行を決定するための執行伺い（個人用と

　団体用の海外旅費積算書を添付して，その安価な積算額〔団体用額〕に基

　づいて旅費を算出している。）が起案され，同日，本多雨市長がその決裁

　をした（甲２，乙１４）。

　　なお，横山及び清水両議員に支給すべき旅費は，関係規定（乙８，９，

　１１の１・２）に従い算出すると，それぞれ１１２万〇〇４２円となるが，

　取扱い要綱６条２項により，旅費の限度額は１ ２０万円と定められている

　ところ，清水議員については，平成１７年８月に海外視察を予定していた

　がこれを中止した経緯かおり，そのときの取消料が５０万６３８０円であ

　ったことから，それを控除した残額６９万３６２０円が支給されることと

　なり，上記合計額（１ ８１万３６６２円）となった。

　　そして，前記の経緯で，平成１８年４月７日，本件第１視察が取り消さ

　れたが，この取消料の支出に係る支出負担行為は，旅費が既に支給された

　場合の旅行命令の取消しの場合の取扱いと同様に当初の執行伺いの決裁を

　もって支出負担行為とされる（当初の執行伺いの決裁には，旅行業約款が
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　　添付されており，取り消され場合の取消料が自動的に分かるようになって

　　いる。乙１４，弁論の全趣旨）。

　ウ　本件第２視察については，平成１８年７月７目，海外視察に関する予算

　　　（旅費１４５万４２２０円）の執行を決定するための執行伺い（個人用と

　　団体用の海外旅費精算書を添付して，その安価な積算額〔個人用額〕に基

　　づいて旅費を算出している。）が起案され，同月１１目，本多副市長がそ

　　の決裁をした（乙３）。

　　　なお，横山及び清水両議員に支給すべき旅費は，関係規定（乙８，９，

　　１１の１・２）に従い算出すると，それぞれ９８万３９９４円となるが，

　　取扱い要綱６条２項により，旅費の限度額は１ ２０万円と定められている

　　ので，横山議員については，上記の経緯で同年３月及び本件第１視察中止

　　に伴い取消料合計２３万９４００円が既に支給されていたからそれを控除

　　した残額９６万〇６００円が支給されることとなった。同様に，清水議員

　　については，取消料合計７０万６３８０円が既に支給されていたからそれ

　　を控除した残額４９万３６２０円が支給されることとなった。

㈲　支出命令

　ア　本件支出当時は，普通地方公共団体の支出は，長の支出命令に基づいて

　　出納長又は収入役が支出することとされていた（旧々法２３２条の４第１

　　項）。

　イ　横浜市においては，市長の支出命令については，決裁規程（乙１）別表

　　第１の「８　出納に係る事項」の課長専決事項㈲において，「支出命令に

　　関すること」と規定されているので，主管の課長が専決権限を有する。そ

　　して，横浜市会議員の費用弁償等に関する事務については，横浜市会事務

　　局市会事務局部庶務課が分掌するので，庶務課長が支出命令の主管の課長

　　に当たる（弁論の全趣旨）。

　ウ　本件第１視察については，上記の経緯で，取り消されたことから，予定
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　　　していた旅費の支給はされず，旅行会社に対する取消料（横山及び清水両

　　　議員各自につき２０万円）について，平成１８年５月１９日付けで，同人

　　　らが旅行会社の請求書を添付の上，それぞれ海外視察取消料２０万円の請

　　　求書を提出したことから，支出命令が起案され，同月２２日（横山分）及

　　　び同月２６日（清水分），それぞれ主管の課長である庶務課長が決裁した

　　　（乙４，５）。

　　エ　本件第２視察の旅費については，平成１８年７月１１日，支出命令が起

　　　案され，庶務課長が決済した（乙６）。

　⑤　本件支出

　　ア　前記㈲アのとおり，旧々法２３２条の４により，支出は，出納長又は収

　　　人役の権限であった。

　　イ　本件第１視察の取消料の支出は，平成１８年５月２９日（横山分）及び

　　　同月３１日（清水分），収入役が決裁し，同月３１日，両議員に対し支出

　　　され，旅行会社に取消料として支払われた（乙４，５，１０，２０ないし

　　　３０）。

　　ウ　本件第２視察の旅費は，平成１８年７月１１日，同様に収入役が決裁し，

　　　同月１２日，支出された（乙６，弁論の全趣旨）。

２　争点①（本仲冬視察の派遣決定の違法）について

　雨　前記関係法令等の規定に記載のとおり，議会が議員を派遣することができ

　　るのは，「・・議会において必要があると認めるとき」でなければならない。

　　すると，「必要があると認めるとき」との文言及び議会が議決機関としての

　　権能を果たすために必要な限度において広範な権能を有することにかんがみ

　　れば，その判断は裁量判断である。もとより，裁量横の行使に逸脱又は濫用

　　があるときは，議員派遣決定が違法となることはいうまでもない（最高裁昭

　　和６３年３月１０日第一小法廷判決・判例時報１２７０号７３頁，最高裁平

　　成９年９月３０日第三小法廷判決・判例時報１６２０号５０頁参照）。
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②　そこで，本件第１視察の派遣決定，その取消決定及び本件第２視察の派遣

　決定ついて，裁量権の行使に逸脱又は濫用かおるか否かを検討する。

　　横浜市会議員の海外視察については，旧法１ ００条１２項を受けて，会議

　規則１１７条が定められ，更に議長による取扱い要綱（視察手続，視察の実

　施方法，視察回数，旅費の限度額等についての規定）が定められている。そ

　して，本仲冬視察の派遣決定は，取扱い要綱５条の定めに従い，視察をしよ

　うとする横山及び清水両議員が，海外視察願書を伊波議長に横浜市会の閉会

　中に提出したことから，会議規則１１７条１項ただし書に従い，伊波議長が

　本仲冬視察の派遣決定をしたのであり，また，同様に，本件第１視察の取消

　しも，横浜市会の臨時会の開催予定が入ったことを理由として，横山及び清

　水両議員が閉会中に取消しの申出をしたことから，会議規則１１７条１項だ

　だし書に従い，伊波議長が決定したのである。　しかも，本仲冬視察は，別紙

　１及び２記載の行程表のとおり予定されていたのであり，その目的を遣成す

　るために不必要な日程が組み込まれているとはうかがわれない。これらの事

　情を併せ考えると，必要性がないと認めることはできず，もとより，本件第

　２視察の結果において職務性を否定する事情は何らうかがわれない。　したが

　って，本件第１視察の派遣決定，その取消決定及び本件第２視察の派遣決定

　における裁量権の行使に逸脱又は濫用があったとは認められない。

　　ところで，控訴人は，会議規則１１７粂１項ただし書や取扱い要綱が旧法

　１００条１２項の規定及び趣旨に違反して無効であると主張するが，普通地

　方公共団体の議会は，当該地方公共団体の議決機関として，その権能を果た

　すために必要な限度で広範な権能を有しているところ，旧法１ ００条１２項

　は，同規定が置かれていなかったころ，運用上検討されていた派遣決定の要

　件である「議会において必要があると認めるとき」を派遣の実体要件として

　明示するほか，細目を会議規則において定めることを義務付けた点に意義が

　ある。もとより，その会議規則にどのような定めを置くかは当該普通地方公
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共団体の議会の自律権にゆだねられている。そして，横浜市会が従来の会議

規則に１１７条を追加し，また，議長が定めた従来の取扱い要綱がそれらを

受けて改正されたのである。そして，同要綱には，回数制限の定め（２条）

や旅費の限度額の定め（６条２項）かおるが，回数制限は，原則にすぎず，

例外が予定されていること，また，旅費の限度額は，一般的に海外旅行の場

合には旅費が高額となるため，全額公費負担方式，一部個人負担方式，及び

補助金方式等が考えられるから，一部個人負担方式を採用したからといって

直ちに違法と断定することはできない（もとより，支給旅費が実額支給に基

づかない定額支給の場合には，必要性の検討を不要としていることがうかが

われるため慎重な判断が求められるが，取扱い要綱６条２項は，上記具体的

旅費の算出過程にかんがみると，必ずしもそのような疑義が生ずる規定とま

で断定することはできない。また，取扱い要綱は，旧法１ ００条１２項の規

定が置かれる前に制定されたものであるが，同規定が置かれた趣旨は，前記

説示のとおり，それまで不明確であった議員派遣についての法的な位置付け

を明確にし，会議規則の定めを義務化したところにあるから，実体要件自体

に変動はないところ，それを受けて，平成１４年市会規則第１号により会議

規則が改正され，会議規則１１７条が追加され，最終的に平成１５年に改正

された取扱い要綱も，それらを前提に見直されたものであるから，この点に

開する控訴人の主張は失当である。）。すると，会議規則１１７条１項だし

書や取扱い要綱が旧法１ ００条１２項に違反したものであるということはで

きない（なお，海外視察願書が閉会中に提出されたことをもって直ちに議会

の意思に反して実施されたものと評価することもできない。）。また，控訴

人は，本件第２視察の旅費として支給された金額に横山議員と清水議員との

差異かおることを指摘するが，本件第２視察以前に取消料として支給した額

が横山議員と清水議員とで異なっていたこと，旅費の限度額（１ ２０万円）

から既支給額（取消料）を控除した残額を超えるため打切り支給となったこと
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　　にはそれなりの合理性かおることから，支給額の相違について何ら非難すべ

　　きものはない（なお，２人の議員の派遣を決定したからといって，それが旧

　　法１００条１２項，会議規則１１７条に違反するとか，直ちに個人的事情及

　　び目的のものと断定することはできない。）。

　　　そして，議長は，職務のために必要な場合，旅行命令を発する（費用弁償

　　等条例５条１項）ことができるが，「職務のため」の判断も裁量判断である

　　から，その裁量権の行使に逸脱又は濫用かおるときは旅行命令が違法になる。

　　しかるに，上記説示のとおり，議員の派遣決定に違法が認められない以上そ

　　れを受けた旅行命令に裁量権の行使に逸脱又は濫用があると認めることもで

　　きない。

３　争点②（本件支出の違法）につい窓

　①　本件第１視察の派遣決定及び本件第２視察の派遣決定は，必要性があると

　　認められ，また，その旅行命令にも職務性が認められるので，それら裁量権

　　の行使に逸脱又は濫用があって違法であるとはいえない。また，前記経緯の

　　取消決定も違法ということはできない。すると，本件支出が法律上の原因を

　　欠くものとは認められない。そして，上記認定のとおり，本仲冬視察の支出

　　負担行為，支出命令及び支出に財務会計法規上の規定に違反した違法を認め

　　ることもできない。

　②　控訴人は，本件第２視察の旅費の支出負担行為当時は助役制度があったか

　　ら副市長に支出負担行為の専決権限がない旨，庶務課長に本件第１視察の取

　　消料及び本件第２視察の旅費の支出命令の専決権限がない旨，及び庶務課長

　　が議員から旅費請求等の事務の委任を受けながら市長から権限の委任を受け

　　てする支出命令は双方代理で無効である旨主張する。

　　　しかしながら，確かに本件第２視察の旅費の支出負担行為当時助役制度が

　　存在したが，前記認定のとおり，議員の外国旅費の支出負担行為については

　　副市長の分担とされていたこと，同支出負担行為は支出決定のときを整理時
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　　期と解されていたこと，決裁規程には１件が４０万円以上の諸費用（外国旅

　　費はこれに該当する。）の支出に関しては，雨市長が専決権限を有すること

　　を併せ考えると，本件第２視察の旅費の支出負担行為当時，雨市長に支出負

　　担行為の専決権限があったと解される。また，上記説示のとおり庶務課長が

　　本件第１視察の取消料及び本件第２視察の旅費の支出命令の専決権限を有す

　　ることは明らかである。庶務課長は，横浜市会議員から外国旅費の請求等の

　　事務を委任されている（乙６）が，専決とは，内部的な事務処理の便宜のだ

　　め，法令上本来的権限を有する雀が補助機関に本来的権脹雀の名で特定の事

　　務処理の決定をゆだねるものであり，専決の場合の権限は，あくまでも法令

　　上本来的権限を有する雀にあるので，庶務課長が支出命令を専決したからと

　　いっても双方代理には当たらない。

　　　また，控訴人は，議員派遣であれば旅蒼顔全額が支給されないことが違法

　　であると主張するが，前記説示に加え，準用された横浜市旅費条例２４条が

　旅費の一部支給を許容するから，既支給額（取消料の支給）かおる上記事情の

　　下で旅費が一部しか支給されないからといって，これが違法ということはで

　　きない。

　　　さらに，本仲冬視察の旅行会社と議員との契約は，市と旅行会社との契

　　約関係ではないので，横浜市契約規則（甲２１）の前提を欠くから，それ

　　と異なる控訴人の主張は失当である。

４　争点③（本多に対して求める賠償命令の請求）について

　　上記認定によれば，本多雨市長は，本件第２視察の旅費の支出負担行為の専

　決権者として旧々法２４３条の２第１項後段所定の職員に該当するものの，本

　来の支出負担行為の権限を有する市長は，議会を指揮監督し，議会の自律的行

　為を是正する権限を有していないから，議長の旅行命令が著しく合理性を欠き

　そのために予算執行の適正確保の見地から看過し得ない瑕疵かおる場合でない

　限り，議会の決定を尊重しその内容に応じた財務会計上の措置（支出負担行為
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　）を執る義務かおり，これを拒むことは許されないものと解するのが相当てあ

　る（最高裁平成１５年１月１７目第二小法廷判決・民集５７巻１号１頁参照）。

　　すると，上記看過し得ない瑕疵がうかがわれない本件においては，市長の権

　限の専決権者である本多の本件第２視察の旅費の支出負担行為の専決に違法を

　認めることはできない。

　　したがって，本多に対して求める賠償命令の請求は理由がない。

５　争点④（伊波が当該職員に該当するとして求める損害賠償請求）について

　　法２４２条の２第１項４号本文所定の当該職員とは，違法な財務会計上の行

　為を予防又は是正して地方財務行政の適正な運営を確保することを目的とする

　住民訴訟の１類型であることにかんがみると，財務会計上の行為を行う権限を

　法令上本来的に有するとされている者及びこれらの者から権限の委任を受ける

　などして同権限を有するに至った者をいうものと解するのが相当である。　しか

　るに，普通地方公共団体の議会の議長は，議会の事務の統理権（法１０４条），

　議会の事務に関する事務局長等の指揮監督権（旧々法１ ３８条７項）を有する

　ものの，予算の執行権については，普通地方公共団体の長に専属し（法１ ４９

　条２号），また，現金の出納保管等の会計事務は会計管理者の権限とされてい

　るから（旧々法１ ７０条１項，２項），一般に議会の議長の統理する事務には

　予算の執行に関する事務及び現金の出納保管等の会計事務は含まれておらず，

　議会の議長はかかる事務を行う権限を有しないものというほかない。もっとも，

　長はその権限に属する事務の一部を当該普通地方公共団体の職員に委任するこ

　とができ（旧々法１ ５３条１項），議会の事務局長その他の職員を長の補助機

　関たる職員に併任した上その者に対し支出命令等予算執行に関する事務の権限

　を委任することは可能であるが，議会の議長は，その地位にかんがみると，長

　においてかかる権限の委任を行い得る相手方としては予定されていないという

　べきである。本件においても，横浜市会議長に対し，横浜市長の有する予算の

　執行に関する事務の権限が委任されているとみるべき根拠は存しない（最高裁
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　昭和６２年４月１０目第二小法廷判決・民巣４１巻３号２３９頁参照)。する

　と，伊波議長は，法２４２条の２第１項４号本文所定の当該職員に該当しない。

　　よって，控訴人の金員の請求を求める訴えのうち，伊波を当該職員として請

　求をすることを求める部分は，住民訴訟の類型に該当しない訴えとして，不適

　法というほかない。

６　争点⑤(横山及び清水が当該行為又は怠る事実に係る相手方に該当するとし

　て求める不当利得返還請求)について

　　旧法２０３条３項によれば，議員は，職務を行うために要する費用の弁償を

　受けることができる。そこで，本仲冬視察に参加することが議員の職務である

　ということができない場合は，これに参加した議員は，法律上の原因なくして

　旅費を利得したものとなる(最高裁平成１５年１月１７目第二小法廷判決・民

　集５７巻１号１頁参照)。

　　しかしながら，前記説示のとおり，本仲冬視察は，その目的及び行程によれ

　ば，議員に職務性がないと認めることはできないから，横山及び清水について，

　第２視察の旅費及び本件第１視察の取消料について公金から支出を受けたこと

　が，法律上の原因なくして利得を得たものと認めることはできない。また，横

　山及び清水は，本件第２視察の旅費及び本件第１視察の取消料を支給されたが，

　前記説示のとおり，その支出に違法が認められない。

　　したがって，横山及び清水が，法２４２条の２第１項４号本文所定の当該行

　為又は怠る事実に係る相手方に該当するとした上，同人らに対して違法な支出

　又は法律上の原因がないとして不当利得返還請求をするよう求める請求は理由

　がない。

７　結論

　　そうすると，控訴人の本件請求中伊波に対する請求を求める訴えは不適法で

　あるから却下し，その余の請求はいずれも理由がないから棄却する。

　　よって，原判決は，伊波に対する請求を求める請求につき失当であるからこ
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れをを取り消し，その部分に係る訴えを却下し，その余の請求についての本件

控訴は理由がないのでこれを棄却することとして，主文のとおり判決する。

　　東京高等裁判所第２４民事部

裁判長裁判官

裁判官

都　　築 弘

比　　佐　　和　　枝

裁判官白石史子は，転補につき，署名押印することができない。

裁判長裁判官
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海　外　視　察

別紙１

１　目　的

　　市会議員がソウル，シドニー，ホーチミン，バンコクそれぞれの都市を訪問

　し，経済情勢，交通情勢，水道施策，港湾施策などの取り組みについて，その実

　情を視察調査し，今後の横浜市政に寄与するため視察します。

２　場　所

　　ソウル，シドニー，ホーチミン，バンコク

３　期　間

　　自　平成１８年　４月　９目（目）

　　至　平成１８年　４月１８目（火）

４　その他

　　行程表は，次頁のとおり
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横浜市会自民党海外視察団日程概要
‾’’’s ’’‾’‾’’　　　　　　　　　　　jl

４／９～４／１８　　横山栄一、清水富雄議員

日　　次 都　　　市 交通機関 時間 課　題 ス　　ケ　　ジ　　ュ　　ー　　ル
１ 2006年

　０４／０９
　　(日)

束京（成田）　発
ソウル（金浦）着

NH1291 08:20

10:40 経済情勢

■東京（羽田）ｆソウル（金浦）
午前：全日空にてにて空路ソウルヘ。
到着後ご東大門、南大門市場視察。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ソウル泊
２ ０４／１０

　(月)

ソウル（仁川）発 OZ601

午前

午後

20:00

経済情勢
交通情勢

●ソウル（仁川）１シドニー

　（財）自治体国際化協会ソウル事務所訪問。
ソウル市内交通状況視察。
夜：アシアプ航空にて空路シドニーヘ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機中　泊
　３

１

０４／１１
　(火) シドニー　　　着 07:10

午前

港湾施設
交通情勢

�
到着後、視察へ。
日本郵船シドニー駐在所訪問。

　（財）自治体国際化協会シドニー事務所訪問。交通情
勢調査　　　　　　　　　　　　　　　　　シドニー泊

４ ０４／１２
　(水) シドニー　滞在 環境施設

■
終日、シドニー市内視察。（オペラハウス、ハーバーフ
リッジ、シドニーモノレール、水族館、シドニータワ

ー）横浜ベイフリッジ、マリンタワー、パシフィコ横
浜等との比較調査。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　シドニー泊

５ ０４／１３
　(木) シドニー　滞在 環境保全

　‐

終日、ブルーマウンテン視察。（環境保全情勢調査）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　シドニー泊

６ ０４／１４
　(金) シドニー　　　発

シンガポール　善
シンガポール　発
ホチミン　　　着

SQ220

SQ178

08:05

14:20

15:05

16:10

移動日
圖シドニーｆシンガポールキホチミン
千筋：シンガポール航空にてシンガポール経由ホチ
ミンヘ。

到着後、ホテルヘ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ホヂミン氾
　了

｜

０４／１５
　(士) ホテミン　滞圧

午前
午後

水道環境

交通状況．

■
声チミン水道局視察
jホチミン市内交通状況視察。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ホヂミン泊
８ ０４／１６

　(日)

ホチミン　　　発
バンコク　　　着

TG687

千筋

21:00

22ﾆ25

経済情勢
歴史文化

　難ホチミンｆバン⊃ク市内市場視察。ホチミン市民経済動向調査。
午後、ホチミン郊外ベトコン跡地視察。
夜：タイ国際航空にて空路バンコクヘ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バンコク泊
９ ０４／１７

　(月) バンコク　滞圧 午前
港湾関係
歴史文化

麗
日本郵船現地事務所視察。
午後、エメラルド寺院、王宮、涅槃仏寺視察。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バンコク泊

１０ ０４／１８
　(火) バンコク　　　発

東京（成田）　着
UA852 06:45

14:55

●バン⊃ク4-東京（成田）
早朝：ユプイテッド航空にて空路帰国の途に。
成田空港到着。通関後、解散。

　　　　　　　　　宿泊予定ホテル

ソウル　：ウルチロ・コープレジデンス
シドニー：シドニー・ヒルトン
ホヂミン：オスカー・ホテル・サイゴン
バンコク：エメラルドホテル
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海　外　視　察

別紙２

１　目　的

　　アメリカ合衆国，ワシントン・ニューョーク市を訪問し，同市と友好親善を図

　るとともに，ワシントン議会・合衆国会議・ニューョーク市の状況等について実

　情を視察し，今後の横浜市政に寄与するため視察します。

２　場　所

　　ワシントン・ニューョーク

３　期　間

　　自　平成１８年　７月１２目（水）

　　至　平成１８年　７月１９目（水）

４　その他

　　行程表は，次頁のとおり
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日程表
月　日（曜） 都市名 時　間 交通機関 摘　　　　　　　　　要 食事

１ フ月１２日

　(水)

成田空港集合

成　田　出発

ソウル　到着

15:00

17:00

19:25

KE-002

出発の２時間前､成田空港第１ﾀｰﾐﾅﾙ集合

団体チェックインカウンター

にて手続き後、

大韓航空機にてー路ソウルヘ

到着後、ホテルテェックイン

　　　　　　　　　　　　　　(ソウル仁川泊)

今

２

-

３

フ月１３日

　(木)

ソウル出発

　　　　　　　ja　＝　〃=--

ﾜｼﾝﾄﾝ　到着

10:50 KE-093

朝食：ホテルレトランにて

大韓航空にて一路、ワシントンヘ

警　　　　　　　　･- a･　　　■　　　　ふ　=-･ry皿･･　　　　　　　7ふゝSa皿･晶　　　－　＆

　　(所要時間：１３時間４０分)

到着後、ホテルチェックイン

タ刻：日本大使館レク

(ワシントン泊)HiltonMCLean
T sons Comer

　((
　･

W

1 1:30

フ月１４日

　　(金)

ﾜｼﾝﾄﾝ 午前:ワシントンＤＣ市議会視察

午後:合衆国連邦議会視察

（ワシントン泊）Hilton MCLean T sons Comer

４ フ月１５日

　(土)

ﾜｼﾝﾄﾝ　出発

二1-ﾖｰｸ　到着

午前 列車

午前：アムトラックにてニューヨークヘ

着後：在ニューヨーク総領事館レク

（ニューヨーク泊）Quality Hotel Times Square

５ フ月１６日

　　(日)

二1-ﾖｰｸ滞在

午前：横浜市ニューヨーク事務所視察

午後：ニューヨーク市都市計画視察

夕刻：国連政府代表部レク

（ニューヨーク泊）Quality Hotel Times Square

○ フ月１７日

　(月)

ﾆｭｰﾖｰｸ滞在 終日：ニューヨーク市議会

（ニューヨーク泊）Quality Hotel Times Square

フ フ月１８日

　　(火)

ﾆｭｰﾖｰｸ出発 13:30 KE-082

　　　■　=-

大韓航空にて

一
路ソウルヘ

　　　　　　　　'“-'-"''｀'　　　　　　　　　'‘'‾‘↑'¨‘'･ '‘ ‾'｀゛- ■晶a　　--－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(機内泊)

頑

８

フ月１９日

　(水)

ソウル　到着

ソウル　出発

成　田　到着

16ﾆ45

18ﾆ40

20:55

KE-705 大韓航空にて、一路帰国の途へ

成田国際空港到着後、解散
今

↓4&1－1　八　　　ｊ　　　４．ｎ入　　ｒ「

＊機内食：佃　朝食：■　　昼食または夕食:1●¶
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